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1.はじめに

　大都市およびその周辺部、あるいは地方の中心都

市においては、鉄道駅周辺および中心商店街では、

今もなお放置された自転車によって歩行者の安全性

や商業活動、あるいは緊急時の諸活動に支障をきた

しており、さらには、その周辺住民の生活環境にも

悪影響を及ぼしている。このため、各自治体ではこ

れらの放置自転車対策として、自転車放置防止条例

に伴う放置禁止区域の指定による放置自転車の撤去

と、自転車駐車（以降「駐輪」という）場の整備を

中心とした施策が鋭意推進されつつある。

　しかしながら、このような施策が実施されている

にもかかわらず、昨今の地方自治体における財政状

況の逼迫により、駐輪場の整備や放置自転車対策に

も制約があり、さらに、放置自転車問題は自転車の

利用をめぐる社会要因が複雑に絡み合っていること

から、現在においても、その解決には至っていな

い。

　このような状況から、現在では全国のいくつかの

都市で鉄道駅周辺および中心商店街における放置自

転車対策の一環として、道路上に駐輪スペースを設

置する施策が実施されてきている。

そこで、本稿の目的は、今後の駐輪施策の方向への

示唆を得るため、現在全国的に実施されている新規

施策の実態を把握するとともに、歩道上駐輪スペー

ス設置に対する各自治体の拡大・縮小意向の実態を

把握するものである。

２.調査の概要

　

　調査対象都市として、東京23区および全国の20万

人以上の都市を選出し、既存の駐輪施策と新規施策

としての道路上駐輪スペースの設置およびその賛否

に関するアンケート調査を実施した。この調査概要

は次のとおりである。

・ 調査年月；平成14年７月

・ 調査方法；郵送による配布回収

・ 配布票数；128票（都市）

・ 回収票数；111票（回収率：86.7％）

３.道路上駐輪施設の導入実態

（１） 道路上駐輪施設導入都市の駐輪施策の実態

　車道や歩道など道路上に駐輪スペースを設置して

いる都市は48都市あり、調査対象都市の約43％を占

めている（表-１参照）。さらに、これらの都市が
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図-１　道路上駐輪施設の設置場所



道路上に駐輪スペースを設置している場所は、「歩

道部」が60％と過半数を超えており、次いで「車道

部」「車道部と歩道部」が続いている（図-１参

照）。

　一方、道路上に駐輪スペースを設置している都市

と、設置していない都市に分けて、自転車撤去強化

区域の設定の有無、民間施設に対する駐輪場の付置

義務制度の有無および公営の路外駐輪施設の設置の

有無について比較したものが表-２である。これを

みると、各都市が導入しているこれらの駐輪施策に

対して、全てに道路上に駐輪スペースを設置してい

る都市の方が、設置していない都市と比較してその

施策の導入割合が高くなっている。

　これらから、駐輪問題に対して多種の施策を実施

して、高い意識を持っている都市が、駐輪施策の一

方策としての道路上駐輪スペースの設置といった新

規施策を導入していることがわかる。

　また、都市毎の設置箇所数は、４箇所未満が25都

市と半数を占めているものの、10箇所以上が約３割

を占め、さらに20箇所以上設置している都市も４都

市存在している（表-３参照）。

（２） 道路上駐輪施策の運用形態

　新規施策を導入している各都市の、道路上に設置

された駐輪スペースの利用料金をみると、有料箇所

がある都市は約６割で、無料箇所がある都市は５割

である。また、登録者に限った利用方法、すなわち

利用登録制度がある都市は約15％である（図-２参

照）。さらに、この道路上駐輪スペースにおける駐

輪料金の、最高値と最安値を表-４に示した。これ

によると、利用期間（時間）や都市（箇所）が異な

ることにより、その料金にもかなりの幅があること

が判明した。

　次に、これらの道路上駐輪スペースにおける自転

車整理員の配置の有無をみると、整理員が配置され

ている都市は83％であり、配置されていない都市は

15％であることから、道路上における環境に配慮す

るため、多くの都市は自転車整理員を配置している

ことがわかる（図-３参照）。
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図-３　道路上駐輪施設に対する整理員の配置



４.今後の道路上駐輪施策の方向

　新規施策である道路上への駐輪スペース設置に関

する将来の自治体の方向性を探るため、道路上に駐

輪スペースを設置している都市と、設置していない

都市の双方を対象に、今後の新規施策に関する意向

を把握し、比較した。

（１）道路上駐輪スペースの設置都市

　道路上に駐輪スペースを設置している都市の新規

施策に対する将来の考えは、図-４に示すように新

規施策を「今後とも継続し、拡大も考えている」や

「現状維持で継続する」といった継続発展させる意

見が45％を占める一方、この新規施策を「あくまで

も臨時的な措置で、縮小も考えている」や「将来的

には廃止する予定である」と考えている都市は39％

であった。また、将来に対して判断がついていない

都市も16％存在している。

　さらに、このうちから最も多く駐輪スペースが設

置されている「歩道部」に着目して集計すると、

図-５に示すように「継続・拡大」と「現状維持」

の新規施策を肯定する意見が約52％と、駐輪スペー

ス設置都市全体と比較して高く、逆に臨時的な措置

であることによる「縮小」「廃止」とした新規施策

を否定する意見が31％であった。

　これらから、現在、道路上に駐輪スペースを設置

している都市では、将来にわたってこの新規施策の

維持・拡大を表明している都市の数が、縮小・廃止

を考えている都市の数を上回っている。その中でも

この駐輪スペースを「歩道部」に設置している都市

では、その傾向が大きいものの、まだ、その方向を

決めかねている都市があることから、今後の動向を

注目する必要がある。

（２）道路上駐輪スペースの非設置都市

図-４　道路上駐輪施設設置都市の今後の施策継続の意向
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図-５　歩道上駐輪施設設置都市の今後の施策継続の意向
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　道路上に駐輪スペースを設置していない都市にお

ける今後の駐輪スペースの設置に対する考えは、

図-６に示すように「全く設置する意志はない」が

約１割を占め、「当面設置する予定はない」が約４

割であることから、否定的な意見が半数を占めてい

る。一方で、「現在検討している」が27.4％であ

り、「検討するの可能性はある」の14.5％を加える

と42％にものぼっている。

　以上のことから、現在この新規施策を導入してい

ない都市においても、将来に向けての検討や導入の

可能性が示されていることから、この新規施策に対

しての将来性が伺えよう。

５.まとめ

　本稿は、今後のわが国の駐輪施策に及ぼす有用性

を検討するための基礎データを取得するため、全国

の大都市および中都市を対象として道路上駐輪ス

ペースに関するアンケート調査を実施した。この結

果、次のような実態を把握することができた。

・ 現在、道路上に駐輪スペースを設置している都

市は43％であり、そのうちの85％の都市が歩道部に

駐輪スペースを設置している。

・ 駐輪問題に対して高い意識を持っている都市

が、駐輪施策の一方策として道路上に駐輪スペース

を設置している。

・ 道路上駐輪スペースの運用形態は、有料が約６

割で、その料金も利用期間や箇所によって異なって

いる。また、ほとんどの都市では自転車整理員が配

置されている。

・ 道路上に駐輪スペースを設置している都市で

は、この施策を将来も継続・発展させる意見が45％

と、縮小・廃止の39％を上回っているものの、ま

だ、その方向を決めかねている都市があることか

ら、今後の動向を注目する必要がある。

・ 一方、道路上に駐輪スペースを設置していない

都市では、将来的にもこの施策を導入する意志がな

い都市が約半数を占めているものの、検討中や検討

の可能性を示唆している都市も４割強にのぼること

から、この新規施策の将来性が伺えよう。

　以上のように新規施策を導入している都市が４割

を超えており、その施策を導入している都市も、し

ていない都市も今後の設置意志については慎重であ

ることから、今後はさらにこれらの動向を精緻に把

握し、新規施策導入の将来的な方向性を研究する必

要がある。
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図-６　道路上駐輪施設非設置都市の今後の施策への対応
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